
作成組織における事業採算性等に関する 

ワーキンググループの運営について 

 

 

 「地方公共団体の非識別加工情報の作成・提供に係る効率的な仕組みの在り

方に関する検討会」に基づき、座長は、別紙の構成員をもって作成組織におけ

る事業採算性等に関するワーキンググループを置くこととし、運営について以

下のとおり決定する。 

 

１ ワーキンググループには、主査代理を置くことができる。主査代理は、ワ

ーキンググループ構成員のうちから主査が指名する。 

 

２ ワーキンググループは、必要に応じてワーキンググループ構成員以外の関

係者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

 

３ ワーキンググループの会合は非公開とするが、会合終了後に配付資料を公

表するとともに、速やかに議事概要を作成し、これを公表することとする。

ただし、配付資料については、主査が必要と認める時は非公開とすることが

できる。 

 

４ その他、ワーキンググループの運営に必要な事項は、主査が定めるところ

による。 

 

５ ワーキンググループの庶務は、総務省自治行政局地域情報政策室において

行うものとする。 

資料３ 



 

作成組織における事業採算性等に関する 

ワーキンググループ 構成員名簿 
 

 

【構成員】（敬称略、50音順） 

 天野 隆興  富士通株式会社公共・地域営業グループデジタルビジネス 

        戦略推進統括部／官庁・地域次世代ビジネス推進部長 
 

 犬塚 克   横浜市市民局市民情報室市民情報課長 
 

 香野 剛   有限責任監査法人トーマツパートナー 公認会計士 
 

 佐光 正夫  徳島県政策創造部統計データ課長 
 

 佐藤 一郎  国立情報学研究所副所長/教授 
 

 佐藤 洋   日本電気株式会社公共ソリューション事業部 

        シニアエキスパート 
 

 高橋 克巳  ＮＴＴセキュアプラットフォーム研究所主席研究員 
 

 松田 純一  株式会社日立製作所公共システム事業部公共ソリューション 

        推進第一本部公共ソリューション推進第二部主管 
 

 森 亮二   弁護士 
 

 矢島 征幸  茨城県五霞町町民税務課主幹 
 

別 添 



作成組織における事業採算性等に関する 

ワーキンググループの方向性について（たたき台） 
 

〇 検討における基本的な考え方について 

 

U（１）前提となる作成組織の在り方について 
 検討会配布資料「地方公共団体の非識別加工情報の作成・提供に係る効率的な仕組みの在

り方に関する中間とりまとめ」（案）で整理した内容を前提に作成組織における作業工程等

を検討する。 
 
U（２）初期投資に係る試算 
ネットワーク環境の整備（複数パターンを試算）や事業の運営体制の立ち上げ等に係る費

用を試算。 
 
U（３）運営に係る試算 
（１）恒常的に必要となる運営費 
・利活用事業者との間の窓口等に係る費用 
・苦情処理等に係る費用 

（２）非識別加工情報の作成毎に必要となる運営費 
・非識別加工情報の作成に係る費用 
・地方公共団体からのデータの抽出等に係る費用 

 
U（４）その他 
 想定される非識別加工情報の活用事例の一部を作成することを前提に、地方公共団体の数

や対象となる本人の数、人件費単価等について仮定をおき、収入・支出の試算を行うことと

する。 
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